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意に高く,非受給者の約10倍であった (表1).疾

病分類別では5区分が,所得区分別では全ての所

得区分が有意に高かった (表2).

【考察】心理学的剖検研究により後方視的に自

表3 所得区分別の自殺率
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殺者の多くに生前の精神疾患の存在が推定でき

ること1),重症自殺企図者の多くに精神疾患が認

められること2)は知られているが,前方視的な

精神疾患有病者の自殺率の報告は多くない.本研

究では自殺の実態把握の一環として受給者の自

殺率を県平均と比較した.性,年齢,職業といっ

た要因の交絡を調整していないが,受給者全体で

は非受給者の約 10倍の自殺率で,診断書の主た

る精神障害のICD-10コードに基づく疾病分類

別では順にFl,F6,F3,F4,F2が有意に高い.寄

与数はF3,F2の両者で受給者全体の約79%を占

めていた.

ただし,今回の調査では氏名と生年月日の一致

をもとに受給者の自殺を把握したため,受給決定

後の氏名の変更により把握漏れが生じ受給者の

自殺率を過小評価している可能性がある.自立支

援法精神通院医療は年度単位であるのに対し人

口動態統計は暦年で把握するため,両者に3ヶ月

の期間のずれがあることも考慮すべきである.ま

た,受給は通院患者の申請に基づき行われるた

め,より重症な患者も多いと考えられる入院者

千,逆に申請しないことも多い通院頻度の低い軽

症者,経済的な事情等により申請をしない通院

者,さらに通院もしていない患者に関しては把握

できず,今回の結果で各疾患の有病者全体の自殺

率を論ずることはできない.

受給者数は近年増加傾向にあり,今後高齢化等

による有病率の増加や長期入院患者の地域移行

に伴い,さらに増加することが予想される.本研

究でハイリスクであることが確認された受給者

に焦点を絞った自殺対策も必要と考えられる.

【まとめ】受給者の自殺率は,県平均より有意

に高く,疾病分類別ではFl,F6,F3,F4,F2が有

意に高かった.非受給者との比較による寄与数で

はF3,F2が受給者の寄与全体の約8割を占めた.
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【はじめに】発達障害や子供虐待による情動や

行動の障害を有する子供の増加に伴い,地域保健

や教育場面でもそれらの子供に対する実効性の

ある対応が求められている.医療はそれらと連携

しつつ,診断や治療を通して,障害の根幹を見据

えながら,個人の生活の質や将来の展望などを患

者さんや家族と共有しながらガイドし,見守る役

割を課せられている.その性質上医療はあくまで

患者さんの前では個人的なものである.しかし今

日発達障害や発達行動上の困難を示し,適応障害

を持つ子供たちや,子供を取り巻く家族の問題は

増加の一途にあり,目の前の患者さんの対応だけ

では全体の底上げにならず不十分になってきて

いる.

演者は地域にあって,適応の困難を持つ子供や

家族に対し,医療が貢献できることを模索すべ

く,予防的な観点で地域の保健活動に携わってい

る.

新潟県下越地区では三歳児健診後の公的健診
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は教育機関で行われる就学児健診が最後になっ

ており,その在り方と現状を検討すべく実態を調

査した.

【結果】調査したのは新潟県下越地区で演者が

就学指導委員として関わっている3市町村であ

る.就学指導委員会開催時点で診断名を有する

か,発達行動上の適応障害が大きく特別な教育的

ニーズを持つと考えられる子供の実数とその診

断名をH21年 H22年の2年間調査 した.就学指

導委員会に期待 されている役割や位置づけは地

域によって若干の違いがあり,指導委員会にあが

る事例に関して保護者の同意がいる地域と必要

のない地域がある.就学の前に地域の保健と福

祉 ･教育が情報を共有し,その時点での年長児に

おける有病率が確認できる.就学時健診で確認で

きた発達障害並びに行動障害の有病率は,6%か

ら38%まで地域 ･年度によってかなりばらつき

があった.同年に行った三歳児健診のデータを合

わせて検討してみるとここ数年,年間出生数が減

る中でかえって発達障害特性や行動障害を有す

る子供の数はふえており,受診者に占める割合は

年度と地域を対応させるとH22年のA町を除き

三歳児健診のほうが有意に多かったが,町村部で

はH22年の就学時健診において多動,衝動統制

困難,乱暴,注意障害,気分のむらなどの行動障
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害を示す子供の割合が高くなっていた.

【考察】三歳児健診と就学児健診での発達 ･行

動障害の出現率の違いは,健診目的の違いや,育

景となる集団構成の違い,就学までに子供が発達

し問題が改善している可能性,逆に環境要因によ

って行動障害が生じてきている可能性,経時的に

発達 ･行動障害の子供が増えてきている可能性

など複数の要因が考えられた.

今後とも子供の有り様の集団としての変化と,

そこへの介入や子育て支援策などについて考察

していきたい.
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